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論文要旨
　本稿は，現代企業がコンシューマリズムによって代表される消費者及び社会の側の要求に対して
対応するためのマーケティング概念のあり方を考察したものである。
　企業がマーケティング概念の基礎としていた「消費者志向」は歴史的プロセスを通じて拡大解釈
されてきた。消費者志向の概念は常に利益志向の概念によって正当化がはかられてきたが，最近に
なって，消費者志向の概念は著しく拡大され，その根拠は必ずしも明確ではなくなってきた。他方，
コンシューマリズムは，ますます問題提起の範囲を拡大し，政治的，法律的にもその正当性が認知
されてきた。従って企業はコンシューマリズムの論理に能動的に対応できるマーケティング概念を
求められるようになってきたのである。
　企業が消費者志向という概念によって拡大されてくるコンシューマリズムへの対応をはかろうと
することは，混乱の原因となる。企業には，消費者志向の水準を利益志向によってはかるという伝
統的志向が残存する傾向があり，直接に消費者に向けられたマーケティング活動の成果の背後に長
期的に生じる負の価値に対しての理解が弱くなる。
　従って，企業がコンシューマリズムが提起する生活の質や安全性，或いは地球環境といった問題
に対応し，長期的存続基盤を構築するためには，マーケティング概念に，直接に社会志向の概念を
導入することが必要である。企業マーケティング概念に杜会志向概念を導入することは，とりわけ，
現在から将来に向かって生じうる問題への予見的対応のための視座の確保として重要である。企業
はこうしたマーケティング概念に立って製品やサービスの長期的な社会的影響と望ましさについて
の価値判断をくだすことが可能となる。
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　但し，こうした社会志向のマーケティング概念を具体化するためには，消費者，社会の側の第3
者機関との密接な接点をつくること，及び，マーティング活動を社会的視点から評価・コントロー
ルするための強力な監査部門を社内に設置することが求められるであろう。
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結語
はじめに
　現代企業は様々なかたちでマーケティング概念を表明している。その多くが，「消費者志向」を
基本概念としているといえる。だが他方，消費者の側では，「コンシューマリズム」あるいは「消
費者主義」といわれる消費者運動も拡大してきている。本来，企業の消費者志向と消費者のコンシ
ューマリズムは重なりあってよい概念のようにみえる。しかし，現実には，コンシューマリズムは，
消費者志向に立つはずの企業への不満として表現される面が大きい。
　企業の消費者志向が，消費者の求めるものを十分に充たしているなら，消費者の側で主張や運動
が発生する余地はない筈である。これに対して，企業の消費者志向の不徹底さを原因として説明す
ることも考えられるように見える。
　しかし，我々は，現代における消費者志向とコンシューマリズムの齪齪ということを，歴史的な
支脈の中で考えなくてはならない。企業の消費者志向と消費者側のコンシューマリズムのギャップ
は，現代における企業活動が余りにも急激に拡大しその影響を強めた点と，消費者の生活の質や安
全に対する意識が著しく強まったという両面から大きくなってきた。即ち，何をもって企業活動の
　　　　　　　　　　1基準とし範囲とするべきかや，何をもって消費者の生活の質や権利とするべきかについて，企業，
消費者双方の理解の仕方の溝は様々な局面で現れようになってきたのである。
　だが，企業と消費者が共通の理解のもとに一致点を求めるべきであるという考えもまた力を得て
きている。企業の消費者志向と消費者側のコンシューマリズムのギャップを，消費者の軸に立って
調整していかなくてはならないということは共通の理解であるように思われる。その最も基本的な
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根拠は，企業は，環境に対して肯定的な価値を提供することによってのみ存立の基盤があり，承認
されるということである。同時に，環境に働きかけ変化を与える最も能動的で主体的な行為者が企
業であるという事実がある。本来，企業が環境に働きかけ価値を提供するという行為は，マーケテ
ィングとして展開されてきたものである。またそれによって，消費者と社会のあり様に大きく影響
を与えてきたのもマーケティングである。従って，マーケティングそのもののあり方を消費者の軸
から考えることが求められているのである。
　コンシューマリズムの出現は，大規模企業の普遍化と結びついており，アメリカにおいて著しく
発展を遂げた。だが，わが国でも同じ様な状況がみられる。今日わが国においても，企業規模の拡
大に伴って企業の社会的影響力が強まった結果，企業が社会的存在であるという認識が，企業と社
会に広く浸透してきているように見える。企業の社会的な影響を消費者という立場からとらえかえ
したコンシューマリズムが1つの潮流となっている。コンシューマリズムを受けとめるということ
は，企業が社会的承認を得つつ，存続・発展する上で重要なテーマとなっている。
　本稿は，こうした問題意識から企業におけるマーケティングを，消費者および社会と調和させ統
合するための条件について考察しようとするものである。とりわけ，ここでは，マーケティング概
念の再構築とそのマーケティング活動の具体化の条件を中心とする基礎的問題を検討する。
1．マーケティング概念とコンシューマリズムの展開
　1．マーケティング概念における「消費者志向」の変容
　マーケティング概念は，マーケティングにおける目的と活動のあり方に関わるものである。この
点では，定義よりもむしろ理念に近いものと考えてよい。事実，アメリカ・マーケティング協会（
AMA：American　Marketing　Association）の1985年のマーケティングに関する定義においても，
「マーケティングとは，個人目標および組織目標を満たす交換を創造するために，アイディア，商
品およびサービスのコンセプト，価格設定，プロモーションおよび流通の計画と執行のプロセスで
ある。」という極めて機能的な説明が与えられており，マーケティングが何を目的とするべきか，
どうあるべきかについては触れられていない。企業活動が究極的に外部環境へいかなる目的をもっ
ていかなる指針の下に働きかけるべきかというマーケティング概念は，個別の企業の理念や哲学に
委ねられているのである。こうしたマーケティングの指針やあり方についての根本的な考え方は，
大企業形成の歴史的なプロセスを通じて試行錯誤的に形成されてきた。企業のマーケティング概念
において，企業の目的としての「利益」と対象としての「消費者」は大企業の成立期から繰り返し
テーマとされてきたといってよい。用語として用いられていたか否にかかわらず，消費者志向はこ
うした初期からマーケティング概念に存在していたといえる。
　問題は，消費者志向という概念によって何が示されたのかということである。初期の消費者への
志向の内容を成していたのは，直接的な消費者の満足であった。欠乏の時代にあっては，その中心
を成したのは，低価格による大量の製品やサービスの提供であり，そこに品質の概念が重ねられて
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いたのである。大規模企業化は，それ自体がこうした低価格，大量生産による消費者志向の実現と
いう目的への方法として認識され，また，こうした目的を実現したことの成果として認識されてい
たと言える。
　大企業が普遍的な制度となる中で，こうした消費者志向の企業活動にともなうネガティブ面が大
きくなってきたときに，こうした素朴な消費者志向の概念は挑戦を受けることとなった。消費者志
向の下での生産が公害に結びつくという次元から，消費者の購入のし易さを計ったクレジット・シ
ステムが過剰消費やオーバー・ローンによる破産をもたらすという問題，さらには，欠陥製品によ
る消費者の被害にまで及ぶ事実が消費者の側からの企業へのクレームとして強まったのである。
　こうした批判を視野に入れた企業は，1960～70年代以降，次第にその消費者志向の概念を拡大
してきたのである。企業にとっての問題は，こうした消費者志向の概念を，企業の本来の目的であ
る利益志向とどのように整合性をもたせバランスを取るかという点にあったとみられる。
　企業のその利益志向と整合させるために，消費者志向を，長期的利益あるいは迂回的な利益の実
現という論理によってとらえるようになる。しかし，その後，消費者の企業に対する要求は，地球
環墳問題に示されるように必ずしも個別企業の長期的利益と直接的に結びつけて説明し難い水準に
まで広がりつつある。こうした状況に対して，企業は社会的責任という概念と，その遂行によって
消費者の側の企業に対する善意が企業の長期的生存に必要であるという論理を発達させつつある。
しかしながら，企業の消費者志向の概念は拡大されるが，企業の利益追求という基本的な志向との
直接的な結合を証明しにくくなるに従って，企業の消費者志向の理念はますます暖昧となってき
た。
　2．コンシューマリズムの発展
　コンシューマリズムについて，デイとアアカー（George　S．　Day　and　David　A．　Aaker）は，その
著『コンシューマリズム』において，「コンシューマリズムは，消費者の権利を保護し高めるため
にとられる政府，企業，独立組織体および利害関係者である消費者の全てを含む諸活動を，包含す
るものであると1）」と述べている。つまり，コンシューマリズムは，消費者の立場を中心に考えら
れた社会的運動であって，わが国では「消費者主義」と訳されることが多い。
　コンシューマリズムは，歴史的にみると，アメリカにおいては生態学者レイチェル・カーソン（
Rachel　Carson）の著書『沈黙の春2｝』やラルフ・ネーダー（Ralph　Nader）の自動車の安全性の
調査およびジャーナリストの効果的な援護を背景にしたもので，とりわけケネディ大統領（
President　Kennedy）による消費者の4つの権利の確立への努力によって大きな流れとなった1960
年代中頃からの現代的消費者運動である3）。コンシューマリズムは20世紀の消費者運動の大きな流
れに位置づけられる訳である。
　消費者運動には，3つの大きな発展段階があり，一般に，第1段階は1900年代，第2段階は
1930年代，第3段階は1960年代より今日までと言われている4）。
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　19世紀後半の運動は労働運動と消費者運動の未分化の時代で，純然たる消費者の立場からの発
想や運動はなかったが，20世紀に入る直前から，初の全国組織の消費者団体による運動が行われ
るようになった。1900年代の消費者運動は，既に巨大企業が台頭し，カルテル，トラスト，持株
会社によって企業に力が大きく集中していたアメリカで，消費者が自分たちの利益と権利を守ろう
とした対応活動であった。
　ロストウも指摘したように，1930年代以降のアメリカは，既に高度大衆消費社会に突入してい
た。巨大企業が，全国的市場を対象にマーケティング活動を展開することは一般化していた。そこ
で，消費者は膨大な商品群の中から，何が購買選択に値する商品であるかを決めかねる状況に陥っ
ていた。また，商品の中には，品質・価格に問題があるものが少なくないという事情に対応して，
1930年代，すなわち第2段階の消費者運動は，消費者に賢い消費者になるための情報を流そうと
いう，商品テスト・情報提供型として盛り上がった。今日，商品テスト型消費者運動の成立の契機
は，一般に，チェースおよびシュリンク（Stuart　Chase　and　F．　J．　Schlink）が1927年にマクミラ
ン社から出版した『あなたのお金のねうち』（Your　Money’s　Worth）にあると言われている。
　チェースおよびシュリンクの著書は消費者の大反響を呼び，それがきっかけとなって，1929年
に史上初の消費者資金による商品テスト格付けを目的とした「消費者研究所」（Consumers’
Research　lnc．）が設立され，また1936年には「アメリカ消費者同盟」（Consumers　Union　of
United　States，　Inc．）が設立された5）。「アメリカ消費者同盟」は，1950年代に急速に成長し，1961
年の25周年記念までに，月刊誌『消費者レポート』（Consumer　Reports）を約100万部発行して
おり，これは1971年には200万部，アメリカ全世帯の5％にまで普及した。しかし，その後，「ア
メリカ消費者同盟」は，単なるテスト機関を脱皮して，消費者教育機関としての発展を志向するよ
うになり，消費者市場のあらゆる局面に関する消費者教育に力を注ぎ始めた。アメリカにおいては
既に，第二次世界大戦以前から，多くの組織団体が，消費者教育と保護に注目していた。
　第3段階の消費者運動，すなわち1960年代以降の消費者運動は，過去の消費者運動の内容と，
深さと拡がりの面で性格を異にしており，それゆえコンシューマリズムと呼ばれるようになった。
　すなわち，それ以前の消費者運動においては立法面での成果は乏しかったのであるが，1960年
代のアメリカの消費者運動においては，一連の強力な消費者保護法を議会で可決させることに成功
したのである。また，消費者問題の対象領域は，単なる消費者というにとどまらず，生活者の生存
環境全てを含むものに発展を遂げた。
　こうしたコンシューマリズムの台頭には大量生産，大量消費の一層の加速化が背景となっている。
第2次世界大戦後のアメリカでは，消費者の所得が飛躍的に上昇し，消費財企業の製品が熱心に吸
収されて，高度大衆消費社会はますます進展したのである。
　企業は，高度大衆消費社会を開拓するために，新しいマーケティング手法を次々と取り入れて消
費を促進していった。製品のライフサイクルの短縮化やスタイルやデザインの変更による計画的廃
物化，そして大々的な広告の展開は消費を促進することに成功したといってよい。しかしこの過程
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で，同等に，消費者が商品の選択の基準を失ったり，誤った判断の下に商品を購入させられるとい
う事態が生じて，操作される消費者というイメージも強まった。こうして，消費者の側で次第に企
業に対する不信感も醸成されたのである。
　さらに，従来の有害商品，欠陥商品に加えて，大気汚染，自然環境の破壊など，生活者の生存環
境全てに関して次々と社会不安の材料が生まれてきた。
　こうした時代の下に展開した第3段階の消費者運動を象徴したものとして，ネーダー（Ralph
Nader）による一連の活動をあげることができる。彼は，その著書『いかなるスピードでも危険だ』
（1965）6｝の中で，ゼネラル・モーターズ社の人気車種“コルヴェア”（corvair）を欠陥車として指
摘したのである。これは，翌1966年，白動車の安全問題を審議していた合衆国上院議会の目に止
まり，ネーダーは公聴会に呼ばれ，その席で巨大企業GMのローチェ会長は謝罪することになった
7）。ネーダーは，自動車の安全性問題を皮切りに，数々の消費者間題，公害問題に取り組んだ。そ
してその努力は各種の法律制定へと結びついている。
　そしてこの時期，すなわち消費者運動の第3段階はまた，行政側も強いリーダーシップをもって
応える時期に入った。その先鞭をつけた最も著名なものは，ケネディ大統領（John　F．　Kennedy）
が1962年3月15日に第87米国議会へ送った『消費者保護と利益に関する特別教書』である。その
中では，消費者のための基本的な四つの権利，すなわち，①安全である権利（The　right　to　satis飯）
②知らされる権利（The　right　to　be　informed），③選択する権利（The　right　to　choose），④意見
を聞いてもらう権利（The　right　to　be　heard）がうたわれた8）そして，これら四つの権利は，次の
ジョンソン大統領（Lyndon　Jhonson，1964）以降の各政権に基本的に受け継がれている。ジョン
ソン大統領およびニクソン大統領（Richard　Nixson）は，それぞれのその後の教書（1964年およ
び1969年）において，四つの権利を再確認し，消費者権利章典の積極的な実現をうたっている9）。
コンシューマリズムという思想は，消費者運動の第3段階に至って，漸く行政レベルにおいても普
遍的な原則として受け入れられ，その地位を確立したと言えよう。
　以上，アメリカにおけるコンシューマリズムの概念，発生，展開をみてきたが，我が国でも，主
婦連合会が，1970年にカラーテレビの二重価格調査結果を発表したことを契機にカラーテレビの
不買運動へと発展し，コンシューマリズムが台頭している’°）。
　アメリカとわが国とではコンシューマリズム台頭の契機に違いはあるが，コンシューマリズム台
頭の背景については，日米両国に通じるところが少なくないと思われる。企業の活動が引き起こし
うる社会のネガティブな影響は，工業化の追求としての大量生産・大量販売のもたらす副作用でも
あり，工業化の頂点において顕在化する。工業化の頂点，いわば高度大衆消費社会を実現するアメ
リカ等の先進国を急速に追い上げた我が国は，アメリカとほぼ時を同じくして同じような問題に直
面することになったのである。
　かくして，わが国におけるコンシューマリズムの概念もまた，アメリカにおける場合とほぼ同様
なものとして形成されてきている。我が国でもコンシューマリズムの概念は拡大されてきており，
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例えば，コンシューマリズムを「生活者主義」と再定義すべきであるという考え方も生まれてきた
n）。今日においてコンシューマリズムは，消費者の権利を保護し，高めるという基本的な視点に
立ちながら，その対象領域は，消費者を超えて生活者，人類へと広がりつつあるといえよう。
　3．　「消費者志向」マーケティングとコンシューマリズムの齪賠
　多くの企業が「消費者志向」のマーケティング概念を標榜しながら，現実にはカウンターベイリ
ングパワーともみなされるコンシューマリズムを生み出したり，引き起こしたりする原因は，企業
の個々のマーケティング活動にある。マーケティングの全ての構成要素，即ち，製品，価格，プロ
モーション，流通にかかわる全ての局面に，コンシューマリズムの発生要因が横たわるのである12）。
　例えば，製品に関して生じる問題は，既に1960年に，パッカード（Vance　Packard）が，その
著書『浪費をつくり出す人々』（The　Waste　Makers，196013））において，マーケティング戦略をめ
ぐって指摘しているが，それは今日でも本質をつくものといえるだろう。とりわけそこで指摘され
た重要なことは，「計画的廃物化」（Planned　obsolescence）である。パッカードはそれに3つの形
態があると述べている。すなわち，第1に，技術進歩の結果，よりよい機能をもった新しい製品の
導入による既存製品の「機能の廃物化」，第2に，意識的に製品の寿命を短縮するもので，比較的
短い時期に，ある時点で製品がこわれるかあるいは消耗してしまうように計画する「品質の廃物化」，
第3に，品質や機能の点でまだ健全な製品を，計画的にモデルチェンジしたり，スタイルやデザイ
ンの変更，さらに流行をつくり出すことなどによって，心理的にそれ以上望まれないものとして古
くする「欲望の廃物化」である14）。パッカードは，とりわけ「品質の廃物化」ならびに「欲望の
廃物化」を，有限な資源の浪費として問題視しているが，事実，今日の資源，環境の下ではこうし
たマーケティングは，消費者と社会にとってネガティブな面が際立って強いものといえる。
　また，より新しい新規製品の導入は，新しい市場を創出し，新しい機能をもたらすこともあるが，
消費者や社会にとっての安全性にマイナスをもたらすことが少なくない。
　製品政策におけるこうした消費者志向からの逸脱が，初めから消費者に対する負の価値を意識し
たものでもなく，また全面的に否定的な要素を持つものではないということは重要である。新製品
の導入は，社会に利便をもたらすことが多い。製品に寿命があるということは，買替需要が新たな
生産をもたらすことを通じて労働者に就業と所得の機会をもたらす。欲望が陳腐化されることがな
ければ，経済活動は停滞し，生活の潤いが失われる。そして，何よりも，ある程度まで，こうした
マーケティングが消費者の欲求と結びついているということが指摘されなくてはならない。
　つまり，マーケティング活動は，ある面で消費者の欲求と循環しているのである。明らかな欠陥
製品を多売するとか，明らかな虚偽の広告によって購入させるというタイプの歪んだマーケティン
グ行為の場合は，問題は一面的であり，問題の存在が認識され，適切な矯正手段を講じるというこ
とによって解決の道が示されうる。しかしながら，何らかのかたちで消費者に価値を提供し，消費
者の欲求に根ざすマーケティングについては，そこに明らかに消費者志向の実現が存在しているこ
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とによって企業による問題の認識が難しくなるのである。
　こうしたマーケティング活動の成功自体が，企業の消費者志向の概念を自己完結させてしまうの
である。現実にはこうした消費者志向のマーケティングが消費者の側にネガティブな帰結をもたら
し，それがコンシューマリズムとして企業に向かい合ってくるのである。企業の消費者志向からの
逸脱は自己完結的な消費者志向の反面に生じるのである。
ll　マーケティング概念と社会志向
　1．マーケティング慨念への社会志向の導入
　企業におけるマーケティングの消費者志向がコンシューマリズムの要求に対応しきれないという
ことの最も根本的な原因は，企業における消費者志向の概念が狭く閉ざされがちであるということ
である。
　企業における消費者志向は本来，利益志向から展開されてくる概念であり，その正当性は，常に
企業利益の観点からチェックされることになる。このように企業利益は明確に数字で表現されるべ
きものであるという考えに立つと，消費者志向は，企業利益を導き出す明確な方程式によって説明
される限りのものに限定されるのである。
　事実，企業の経営的意思決定に直接関与し影響力を持つ株主というステークホルダーの思考には，
こうした明確な利益基準への拘泥が強い。それにもかかわらず，企業のマーケティング活動には事
実としてコンシューマリズムからの社会的な要求が生じてくる訳である。マネジメント的観点から
は，企業の存続をはかるために，企業の長期的利益の観点に立った消費者志向という概念が採用さ
れることになる。新しいコンシューマリズムの要求が出現する都度，消費者志向の概念の内容は拡
大されることになる。
　こうした消費者志向概念の内容の拡大は，企業は環境に適応するという経営的命題に沿うものと
言える。しかしながら，そこに生じる幾つかの重要な問題がある。
　第1の問題は，企業の活動は，常にコンシューマリズムの批判にさらされ続けるということであ
る。企業活動の及ぼす消費者への影響，或いは社会的な影響というものは，企業活動の大規模化に
ともなってますます多面的となる。これが常にコンシューマリズムの新しい要求を生む訳である。
しかし，こうした広範囲に多様なかたちで係わる社会，さらには消費者の意向というものが，自社
の利益に対してどのような関連をもつものであるかを企業のマネジメントが理解し，それをステー
クホルダーとしての株主に説明できるようになることはますます難しくなり，時間もかかるように
なる。
　こうして，企業はコンシューマリズムへの対応に対して常に事後的な対応をとる傾向が生じてく
るのである。
　第2の問題は，こうしたコンシュ・一一一マリズムの要求に対応した事後的な企業の活動のあり方から
は，常に社会的負の補償，或いは矯正という行為が必要になるという点にある。消費者，或いは社
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会に負が生じたということの事実そのものが癒し難いという点と，そうした事実への対処のコスト
の大きさが問題となるのである。
　第3の問題は，コンシューマリズムがテーマとしていることが，個別企業の産物というよりも，
経済社会全体の企業システムの機能の仕方やあり方の変革を必要とするようなものに移行してきて
いるという事実である。つまり，企業の長期的利益も存続も，個別企業としての事後的対応を超え
た，社会を長期的に展望した予見的で先取り的な行動をとりうるか否かにかかってきているといえ
るのである。
　こうした面から考えると，企業活動の中核をなすマーケティングの基本概念を，消費者志向とい
う概念のうちにおいて置くことの妥当性そのものが問われるといえるであろう。現実を直視すれば，
企業活動は消費者と社会に及ぼしている影響，もたらしている結果そのものを問われる状況にあり，
企業はコンシューマリズムで提起される問題を事後的にではなく予見的にとらえることを求められ
ているのである。
　従って，現代のマーケティング概念に求められているのは，消費者志向以上の積極的な概念，つ
まり社会的責任の概念であるといえるであろう。
　既に，レーザー（W．　Lazer）教授は，1969年に「マーケティングの社会的役割の拡大」論にお
いて，「現在，マーケティングに必要とされることは，これまでのものよりももっと広いマーケテ
ィングの認識であり，定義の確立である。すなわち，マーケティングの社会的領域を認識したとこ
ろのより広い概念であり，単に企業のテクノロジーだけではなくて，それをも含めたもっと広いも
のとしてマーケティングを認識せしめるような概念の確立が要求されるのである。15りと述べて
いる。これは，これまでの利潤動機を基礎とした企業のマーケティングの範囲を超えたところの社
会的価値ないし社会的視点を導入することにより，企業のマーケティングを社会的諸問題に効果的
に対応させていくことを意図したものにほかならない。
　レイザー（William　Lazer）は，ケリー（Eugene　J．　Kelly）との共著において，次のようにも
指摘している。「…マーケティングの意思決定や活動について，利益や売上額だけの考慮から，社
会公共的な意昧や次元を考慮するように移行した。」「…企業家的マーケティングにおいては，独立
諸変数は，企業，利益，売上，費用，人的販売，広告効果や関連要因というような諸因子であろう。
社会的なマーケティングにおいては，独立諸変数は，社会，社会的費用，社会的価値，社会的生産
物および社会的利益などとなるであろう。’6）」
　レーザーのマーケティング概念が出現した時は，まさにメドウズによるローマクラブの地球環境
に関する第一報告書が出現した時代であったが，それでも個別企業活動が及ぼしうる範囲というも
のが今日ほど拡大されていない状況であったともいえる。しかし現代では，こうした社会的視点へ
の配慮は，企業の存立基盤そのものの維持からも不可欠であるといわなくてはならない。マーケテ
ィング概念の基本を社会的役割，ないし社会責任への志向として設定することは現代の企業のスタ
ンダードとして求められるべきことである。
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　企業の活動は，現実に消費者に何かを与え，利益をつくり出すという具体的な行為によってしか
具体化されないということは事実である。しかし，利益志向と消費者志向は，社会責任志向という
上位の概念によって統合され，或いは監査されなくてはならないのである。
　2．マーケティングの社会志向概念の導入に伴う基本間題
　マーケティング概念に社会志向性をビルトインすることは，マーケティングにコンシューマリズ
ムと共通する視野を持ち込むことである。
　しかしコンシューマリズムにおいて主張されることが，そのまま，社会的な視点に立った消費者
の問題に等価なものとして重なり合うということは疑う余地がある。コンシューマリズムは1つの
運動である限りにおいて，イデオロギーとしての側面を伴うものであり，バイアスをもちうるから
である。この点で，社会志向的マーケティングの具体化にとって，コンシューマリズムから発せら
れるメッセージは重要ではあるが，1つのシグナルに過ぎないことを考えておかなくてはならな
いo
　マーケティングに社会志向の概念を導入するときに，いかなる視点が求められるかということに
関連して，バーテルズは，社会志向の新しいマーケティングの優先事項を次のように要約する。つ
まり，生活の質，コミュニティの諸問題，社会問題，貧困を減らすこと，人的資本発展の機会，す
ぐれた健康管理・教育・訓練，汚染を減らすこと，仲間のことをさらに深く考慮すること17》。
　これはコンシューマリズムにおいて大なり小なり主張されているテーマでもある。われわれは，
コンシューマリズム自体による問題の提出のされ方を考察することによって，マーケティングにお
ける社会志向の具体化に伴う基本問題を発見できる。
　コンシューマリズムが提起する問題は，そのジャンルを問わず，2つの次元を含んでいる。1つ
は，現在，或いは過去において生起してきた問題の矯正，補償の要求である。今1つは，現在，或
いは将来において帰結するであろう問題を回避することの要求である。前者の問題は，マーケティ
ング活動の及ぼしてきた影響の範囲というものについて正確に理解することによって対応され，同
時に問題の重大さ乃至切実さというものについての感受性を企業が持ちうることによって対処され
る。
　しかしながら，後者の問題は，将来の社会的な望ましさについての価値判断を含んでいるのであ
る。現実のコンシューマリズムの主張は多くの場合，非浪費型消費とか非汚染型経済，或いは安全
なエネルギーとかいった何らかの明確な価値的提言にかかわっている。ところが，こうした主張に
関しては，コンシューマリズムは多様な社会的な価値観の提言の1つ或いは複数のものに過ぎない
のである。この点で，企業はマーケティングの社会志向性に関して，その社会性の基準をどこに置
くかという本質的な問題に自ら主体的に答えを出さざるを得ないのである。
　つまり，コンシューマリズムは企業の社会志向マーケティングについての1つのガイドラインで
はあり得ても，具体的な行動の準則には直接にはなり得ないのである。この点で，社会志向マーケ
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ティングは退行を示すことが少なくないように思われる。シニカルな企業は，杜会的であるとは
“奇麗ごと”であり，コンシューマリズムの主張に従えば，企業も経済も成り立たないという主張
に向かう。しかし，社会的という概念に拘泥する企業は，別の退行の仕方を示す可能性がある。つ
まり，将来の社会のあり方について深刻な価値問題やマーケティング活動の再構築とは，関係が余
りない安全で隔離された分野，例えば，文化的貢献のような社会的責任分野を企業活動の追加的サ
ービスとしてくくり出して済ませようとすることがある。
　いずれにせよ，こうした企業行動をとる限り，企業が本来の中心的活動であり，同時に，社会的
影響が大きいであろう製品やサービスの提供にかかわる長期的で社会的な影響というものは避けて
通ることができる。しかし，それは，マーケティングを社会的視点においてとらえるということを
避けていることでもある。
　マーケティングにおける社会志向は，本来，製品やサービスの長期的で社会的な帰結について，
その結果を予測するとともに社会的な望ましさについての価値判断を打ち立てることをなくしては
実現されないものなのである。
　3．社会志向マーケティングの具体化に伴う問題
　社会志向マーケティングは，社会的条件や要求をとらえるところに成り立つ。従来のマーケティ
ングは，消費者の直接的な要求に応えることをもって社会性ととらえてきた傾向がある。消費者を
もって社会と同一視する訳である。
　たしかに，消費者が消費者として問題を直接的に指摘する部分がコンシューマリズムのテーマの
重要な部分をなすことは間違いない。いわゆる製品の欠陥，不当表示，或いは契約の不履行といっ
た類の問題は，消費者の直接な不利益の典型である。
　こうした問題は，概して，短期的な問題であり，且つ，問題の所在が消費者によって，同時にマ
ーケティング担当者によって比較的容易に認識されるものといえる。
　しかしマーケティング活動に伴う問題は，もっと長期的で，しばしば消費者もそれを認識しない
かたちで生じる。従って，マーケティングが社会的視野を持ち社会的責任といわれるものを確立す
ることは，消費者に専ら依存することによっては不可能である。消費の時点にあっては，消費者の
満足を最大限に引き出しながら，長期的帰結において，社会的な損害をもたらす例は少なくない。
こうした問題は，ダイオキシンやフロンガスにみられるように，しばしば，問題が顕在化した時点
では，社会的被害を修復することが不可能であることが少なくないのである。さらに，製品やサー
ビスがもたらす長期的影響がポジティブな側面とネガティブな側面とを微妙なバランスで併せ持っ
ている場合には，そうした製品やサービスを導入すべきか否かについて高度な予測や価値判断を要
求されることが多い。
　従って，社会的マーケティングがその社会性を確保するための手掛かりは，消費者そのものに限
定されるような性格のものではないのである。社会的マーケティングの具体化には，少なくとも2
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つの条件がある。第1は，消費者以外に，マーケティングの帰結に対する予見的なチェック機能を
果たしうる様々な組織や単位との接点を持ち，長期的帰結に関して検討を行うことである。コンシ
ューマリズムは消費者の視点から発展を遂げた第3者的な組織や機関を生んでいるが，こうした存
在も，マーケティングの社会的視野を確保するための手掛かりとなる。行政も本来，企業や事業に
対して客観的な距離を持ちうる限りにおいてこうした社会的視野を代表する存在としての意義を持
つo
　第2は，マーケティングが，こうした社会的視野を持つための企業組織的条件である。いわゆる
マーケティング部門は，企画や調査という業務を包含するものであっても，本質的に短期的目的を
追求する現業，ラインとしての性格を帯びている。こうした部門に，直接的に，長期的な目的や予
見さらには価値判断にかかわる社会的視野の取り込みを負わせることは困難である。両者は成果の
直接の規準が異なっているのである。
　従って，社会的マーケティングを具体化するためには，トップマネジメントに直結するレベルで
のマーケティング監査部門を設置することが必要となるであろう。トップマネジメントに近いレベ
ルでこうした機構が必要であるという理由は，こうした杜会的マーケティングが，時として短期的
な利益の抑制やコストの負担を生じうるからであり，これを実行するには，社会化されたマーケテ
ィングに対するより強力な理念による支持と判断力，強力な権限による他部門を含めてのコントロ
ールが求められるからである。
結語
　コンシューマリズムが企業につきつけている問題は多い。本稿は，こうした消費者の側からみた
企業に対する要求に，企業がいかにして対応できるかについて，マーケティング概念のあり方を中
心に考察したものである。
　1．企業マーケティングは，歴史的に消費者志向という概念によって消費者側の要求に応えてき
たといえる。企業マーケティングの影響が大きくなるにつれて，消費者運動の中から企業への批判
や要求が拡大すると，企業の消費者志向という概念は次第に拡大されて，実質的に社会的責任の概
念に近いものまで含ませることが求められるようになってきた。こうした消費者志向概念は，企業
マーケティング概念の今1つの主要な概念である利益志向概念と整合性を持たせるために，長期的
利益や迂回的利益の論理によって説明される傾向がある。しかしながら，消費者志向の内容が余り
に大きく，社会的な課題に係わるとともに，企業は利益志向との結びつきを明確にし得なくなって
混乱してきている。
　他方，消費者運動の流れとして1960年代以降に成長を遂げてきたコンシューマリズムは，欠陥
商品から始まり，公害から消費者の安全性，さらには地球環境問題へとその範囲を拡大するととも
に，次第に政治・法律的にもその根拠を固めてきた。
　企業マーケティングは，そのマーケティング活勤を通じて消費者にプラスの価値を与えながら，
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事後的にコンシューマリズムによって，マイナスの価値を発生させていることの問題を指摘される。
企業マーケティングには利益志向との結びつきで消費者志向をとらえるという伝統的な思想や論理
が残存するために，消費者志向は直接の利益に結びつく自己完結的な性格を脱皮しきれず，コンシ
ューマリズムに対しては事後的・受動的な行動に陥る傾向が強い。
　従って現在，そして将来の消費者にとっての生活の質や安全性や環境という問題を解決し，同時
に企業に共に長期的利益と存続をはかるためには，企業マーケティング概念には，消費者志向とい
う概念を超えた社会志向の概念を直接に導人することが必要である。マーケティングの目的を直接
に社会的視点に重ねることが必要である。
　H．企業マーケティングに社会志向性を導入することは，過去に生起したことに対する対処では
なく，現在から将来に向かって生じうるであろう問題への予見的対応を可能ならしめる点にある。
こうした予見的な対応とは，企業が能動的に製品やサービスの長期的な社会的影響への予測を試み
るとともに，将来の社会的な望ましさについての価値判断を打ち立てる努力を意昧する。
　こうした社会的マーケティングを具体化するためには，企業マーケティングには新しいシステム
が求められる。第1は，消費者と社会の側の様々な第3者機関と接点を持つことによって，マーケ
ティングの長期的帰結について検討を行う体制を構築することである。第2は，狭い消費者志向に
埋没せずに，マーケティング活動を常に社会の側から評価しコントロールするための強力な権限を
持つ部門を設置することが求められる。
　今後なお，社会的視点に基づくマーケティングを確立するためには，幾つかの重要な問題が残る。
その最も重要な問題の1つは，企業そのものの本質としての革新力や活力の維持にかかわるもので
ある。われわれにとって社会経済の発展というテーマが依然として有効である限りにおいて，企業
には，シュムペーター流に言えば，革新，乃至，創造的破壊が不可欠である。企業の消費社会に対
する製品やサービスを通じての価値の提供が本質的に，社会経済に不均衡をつくり出しながら展開
されるものである。こうした企業の本質的な生命力と活力を維持したマーケティングの社会志向と
は，いかなる範囲と水準のものであり得るのか，或いは，いかなる基準と方法によって具体化すれ
ばよいのかということは今後の研究課題である
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